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令和５年度第２０回庁議提案 審議・報告・その他 

提 出 日：令和６年１月２５日 

担当部・課：保健福祉部子ども保育課〔内線２５２５〕 

教育委員会学校管理課〔内線５０３２〕 

① 件  名 

 エネルギー・食料品価格等の物価高騰に伴う子育て世帯支援の実施について（物価高騰対策） 

② 施策等を必要とする背景及び目的（理由） 

【背景】 

エネルギー・食料品価格等の物価高騰が長期化し、国民生活等に大きな影響を及ぼしている中、

「デフレ完全脱却のための総合経済対策」に係る国の補正予算が成立し、「物価高騰対応重点支援地

方創生臨時交付金」が配分された。 

【目的】 

同交付金を活用し、保育施設、幼稚園及び小中学校の給食実施に係る保護者の負担を軽減すると

ともに、児童の健全な発育に必要な栄養バランスと量を保った給食の提供を維持するもの。 

③ 根拠法令及び総合計画又は個別計画との整合性 

【根拠法令】 

【〔総合計画との整合性 総合計画の位置付け：有・無〕 又は 〔個別計画との整合性〕】 

第３章 共に支え合い誰もが生きがいを持ち自分らしく健康に暮らせるまち 

第１節 安心して妊娠・出産・子育てができる環境の充実 

 ３ 子どもが安心して過ごせる環境を整備する 

第５章 豊かな心を育みいのちを未来につなぐまち 

第１節  安全に安心して学ぶための教育環境整備の推進 

 １ 充実した教育を行うための環境を整備する 

④ 提案に至るまでの経過（市民参加の有無とその内容を含む。） 

令和５年 ９月 石巻市学校給食センター運営委員会に学校給食費改定について諮問 

１０月 石巻市学校給食センター運営委員会から学校給食費改定について答申 

    総合計画実施計画裁定（令和６年度～令和８年度） 

        石巻市教育委員会定例会にて学校給食費改定について議決 

    １１月 「デフレ完全脱却のための総合経済対策」が閣議決定 

第２１２回臨時国会において令和５年度補正予算成立 

関係部課協議 

 令和６年 １月 令和６年度当初予算裁定 

 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施計画裁定 

 （食材料費の物価高騰対応分に充当） 
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⑤ 主な内容 

１ 保育施設における物価高騰対策事業 

(1) 私立保育施設への対策 

・食材料費について、令和３年度と比較し増額分の経費を補助する。 

※私立認可保育所１３施設、私立認定こども園４施設、小規模保育事業所８施設、 

認可外保育施設１３施設 

(2) 公立保育施設への対策 

・食材料費について、食材の種類や提供量を変えることなく、給食内容の質を維持するために

必要な経費を増額する。 

※公立保育所２０施設（釜保育所含む）、公立認定こども園２施設 

 

２ 学校給食費保護者負担軽減事業 

学校給食費改定に伴う差額分を市が負担することで、保護者の負担を実質据え置きとする。 

・小学校：２８６円を３１９円に改定するが、差額３３円を市が負担し、実質２８６円とする。 

・中学校：３５０円を３８２円に改定するが、差額３２円を市が負担し、実質３５０円とする。 

・幼稚園：２４０円を２６２円に改定するが、差額２２円を市が負担し、実質２４０円とする。 

⑥ 実施した場合の影響・効果（財源措置及び複数年のコスト計算を含む。） 

【影響・効果】 

近年の物価高により、食材料費が高騰する中、保護者の負担を増やすことなく、栄養バランスや

量を保った給食の提供を維持することができる。 

【市財政への負担】 

１ 保育施設における物価高騰対策事業 ４４，８０８千円 

 ２ 学校給食費保護者負担軽減事業   ８４，３９２千円 

 （財源）物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（国）１０／１０ 

⑦ 他の自治体の政策との比較検討 

１ 保育施設における物価高騰対策事業 

仙台市をはじめとする他自治体でも同様の事業を実施する予定。 

２ 学校給食費保護者負担軽減事業 

東松島市など令和５年度に学校給食費を改定した自治体で、同様の取組を実施している。 

⑧ 今後の予定及び施行予定年月日 

令和６年 ２月  市議会第１回定例会に関係予算案について提案 

     ４月～ 石巻市保育所等物価高騰支援事業費補助金交付要綱の一部改正 

         （施行予定年月日：令和６年４月１日） 

補助金交付申請受付及び補助金交付開始（保育施設） 

保護者負担軽減事業の実施（学校給食） 

⑨ その他 

 

 

 


